
























２ 例えば、Sexual Offences Act 2003、Regulation of Investigatory Powers 
Act 2000、Data Protection Act 1998、Protection from Harassment Act 













 このような状況の中で、1998年人権法（Human Rights Act 1998）
の制定により、プライバシーの保護について大きな変化がもたらさ
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判例法上、Kaye 対 Robertson 事件12においてプライバシー侵害に関す
る不法行為は否定され、その後の Wainwright 対 Home Office 事件13
でも、包括的なプライバシー侵害という不法行為はイギリスに存在し
ないと判示された。そして、プライバシー侵害という一般的不法行為
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15 各議員の種々の法案については、Report of the Committee on Privacy 
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21 正式な委員会名は、「プライバシーに関する委員会（Committee of Privacy）」





























































ライバシー（privacy of property）と人格権的プライバシー（personal 
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公開（public disclosure of private facts）、③公衆の誤認（false light 





違反（'personal information' and breach of confidence）、「個人情報」と
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European Convention on Human Rights in the United Kingdom （http://
scholarship.law.duke.edu/djcil/vol9/iss1/19/）. その他、コンスピラシー
（conspiracy）、著作権侵害（breach of copyright）、詐称（passing-off）、契






















る理事会勧告（Recommendation of the Council concerning Guidelines 
Governing the Protection of Privacy and Transborder Flows of 
Personal Data）」が1980年９月23日に採択され、ヨーロッパ評議会
（Council of Europe）では「個人データの自動処理に係る個人の保護に
関する条約（Convention for the Protection of Individuals with regard 
to Automatic Processing of Personal Data）」が1980年９月17日に採択
されるにあたって、当時のイギリス政府もプライバシー保護法を制定す
る方針を決めた41。その結果、成立したものが1984年データ保護法（Data 
Protection Act 1984）42 であり、個人情報の無断公開を禁じている。この
データ保護法は、プライバシー保護の一翼を担うものの、これまで求め
38 飯塚＝堀部・前掲（1）81頁。











するデータの流れ（the circulation of date about himself）をコントロー
ルする権利の保護であり、自己情報の管理に主眼が置かれていた。
 他にも、多くの立法上の手段により、望まれない監視、聞き取り、そし
て音声や映像による記録（unwanted watching, listening and audio and 
visual recording）に対して、一定の保護が与えられている43。たとえ
ば、2003年性犯罪法（Sexual Offences Act 2003）は、ある者が性的満足
（sexual gratification）を得るために、他者の私的行為（a private act）
を、その者の同意が得られないことを知りながら観察（observation）し
たり、録画することを拘禁しうる罪（imprisonable offence）とする44。
さらに、1997年ハラスメント保護法（Protection from Harassment Act 
1997）は、嫌がらせの「一連の行為」（a course of conduct）の一部を構
成するストーキングおよびつきまとい、ひそかに見張ること、望まれな
い写真撮影やビデオ録画（stalking and shadowing, spying, unwanted 
photography and video recording）に対する民事的および刑事的責任
（civil and criminal liability）を創設した45。2000年調査権限規制法
（Regulation of Investigatory Powers Act 2000）は、ある者が通信の伝
送の過程で、故意に、かつ合法的な許可を得ないで通信を傍受すること
（a person intentionally and without lawful authority to intercept any 
communication in the course of its transmission）を禁止する46。そし
て、1998年データ保護法（Data Protection Act 1998）は、とりわけ、デ
ジタル機器による観察または記録に対して保護を与える47。
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 まず、Kaye 対 Robertson 事件（1991年３月16日判決）64 である。本件
において、控訴院（Court of Appeal）はプライバシー侵害に関する不法
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